


























ツでは，現在，EC の第4 次指令（Vierte Richtlinie des Rates von 25 Mi:1978 aufgrund von Artikel 54 Absatz 3 Buchstabe g




























現行の西ドイツ財務諸表制度の基本的性格は,   1965年に根本的な改正が行
なわれた株式法の主要な改正点を検討することによって明らか に さ れ る。1965
年の改正では, ①年度決算書0 作成における評価規定の重視,  ②年度決
算書の項目区分の整備，③営業報告書の内容の充実，④利益処分に対する株
主総会の権限の強化，⑤取締役会の監査役会への報告の整低 ⑥銀行等信用，





資産評価についての諸規定は,   1937年株式法では第133 条で一括して 規 定:









穴 け れ ぱ い か よ うに も 評 価 は 可 能 で あ り， こ の 結 果 と し て恣 意 的 な 過 少 評 価
々 法 解 釈 上 認 め る こ と と な り， 極 論 す れ ば 秘 密準 備 金 の 設 定 は 思 い の ま まで:
あ った と さ え 言 え る の で あ る。 そ し てこ の よ うな 秘 密 準 備 金 の排 除 こ そ が 資
産 評 価 規 定 改 正 の 目的 で あ っ た 。　
す な わ ち，1965 年 株 式 法 で は ， 固 定 資 産 に つ い て は 第153 条 に お い て 取 得
価 額 また は 製 作 価 額 に よ っ て 評 価 し ， そ の 後， 第154 条 に定 め る 減 価 償 却 額
お よび 価 値 修 正 額を 控除 し た 額 を も っ て貸 借 対 照 表 価 額 とす る こ と を 規 定
し ，流 動 資 産 に つ い て は 第155 条 に お い て原 則 的 に， 強 制 低 価 法 お よび 任 意
脂 価 法 の適 用 が 規 定 さ れ て お り， 取 得 価 額 も し く は 製 作 価 額 ま た は 決 算 日に
おけ る取 引所 価 格 もし く は 市 場 価 格 の うちい ず れ か 低 い 方 を も って 貸 借対 照
宍表 価 額 乏 す る こ とが 規 定 さ れ てい る。 す な わ ち ， こ こ で は， 固定 資 産 に つ い
て も流 動 資 産 に つ い て も 評 価 の上 限 を 定 め る と い う方 法 で は な く， 取 得 原 価
を 出 発 点 とし て， 必 要 な 減 価 額 を 控 除 し た 価 額を も っ て 貸 借 対 照 表 価 額 を 規
発 す る とい う固 定 価 額 主 義 を 採 用 し て お り， 恣 意 的 な 秘 密 準 備 金 を 設 定 す る
可 能 性 は 著 し く 制 限 さ れ る こ とに な った ので あ る 。　
し か し な が ら ， 上 述 の 取 得 原 価 か ら 控 除 さ れ る べ き 減 価 額 が い か な る も の
で あ る か が 明 ら か に さ れ な い 場 合 に は 依 然 とし て 秘 密 準 備 金 の 設 定 を 可 能 な
ら し め る こ と に な る。1965 年 株 式 法 は ， こ の点 を 配 慮 し て 営 業 報 告 書 の 記 載
拘 容に つ い て 規 定 し て い る。1937 年 株 式 法 で は， 第128 条 丁営 業 報 告 書 の 内
溶 」 に おい て 「年 度 決 算 書 を よ力 詳 細 に説 明 す る 必 要 が あ る こ と」 を 規 定 し
て い る も の の 具 体 的 な 説 明 内 容 は ま っ た く 規 定 し てい な い 。 こ れに 対 し て，1965
年 株 式 法 で は， 第160 条 「営 業 報 告 書 の 内 容 」 に お いて ， 年 度 決 算 書 の
シ説 明 内 容 とし て 具 体 的 に 次 の四 点 を 規 定 し て い る' 。　　 ＝　。■　　　　　　　　■
①　 評 価方 法 お よび 減 価 償 却 方 法 一　 二　　　　　　 ‥　
②　 個 々 の 固 定 資 産 に つ い て当 該 営 業 年 度 の 増 加 分 に 対 し て な さ れた 減 価
償 却 額 お よび 価 値 修正 額
＼③　 前 年 度 の 決 算 書 と の比 較を 妨 げ る よ うな 差 異 ， 特 に 計 画 外 の 減価 償 却
ま た は 価 値 修 正 を 含 む 評 価 方 法 お よび 減 価 償 却方 法 の重 要 な 変 更　
べ④　 ③ の 変 更 に よ り年 度 利 益 金 ま た は 年 度 損 失 金 が ， 変 更 な き 場 合 に 比 較
し て10 ％を 越 え る 影 響 を 受け ， か つ ， そ の影 響 額 が 資 本 の0.5 ％を 越 え
て い る 場 合 の当 該 影 響 額　　　　　 犬　　　　　　　　　　 ・ ‥‥ ‥‥
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このように,   1965年株式法は. 評価方法および減価償却方法についての補
足的説明を規定することによって，恣意的な過少評価にともなう秘密準備金万
を排除するとともに見積準備金の実態をも明らかにしようとしている。この





















相違は,   1937年株式法が処分決議の対象としてj「純利益」を挙げているのに
対して,   1965年株式法は「貸借対照表利益」を挙げている点にあり，両規定






限 に任 ねら れてい る準 備金 の範囲 の相 違を明 らかノに す る ことを 意 味す る。
西 ドイ ツ株式法 の下 で の準=備 金は， 会 社の役 員お よび 株主 の判断 とは関 係
な く積 立て るこ とが 強制さ れてい る法定 準備 金 と年度決 算 書 の確定 または 利
益処分 の決 議を経 て積 立てら れ る任意 準備金 とに区 別 さ れ る。 ここ で問題 と
さ れる のは， 任意準備 金 の うち年 度決算 書 の確定時 点 で積 立てら れ る確定 任
意準備金（これに対して利益処分を通じて積立てる準備金を処分任意準備金という）,
す なわ ち会 社 の役 員 の権限 の下 で 積立 てられ る準 備金 の範囲であ る。 1937年
株式法 で は との範囲を限 定し てい なか ったため ，法 解 釈上は 会社 の役員 の権
限 で年度 剰余金 のす べ てを 確定 任 意準備 金 とごし て積立 て るこ ども 可 能 で あ
り， 多 くの場合に は， 前年度 お よび比較 の対 象 となる 他 企業 との 比較に よっ
て体裁を 保つ 程度 のものが純利 益 とし て報告さ れるこ ととな り，株 主はこ れ
を 甘 受せ ざ るを得 なか った のであ る。　　　　　　　　　　　　　　 ・　
他方，1965 年株式法 は， 確定 任 意準備 金 の範囲を 第58 条 「年 度剰余 金 の処
分」第2 項に おい て次 の ように 規定し てい る。　
「取締 役会 お よび監 査役 会が 年度 決算 書を 確定 する場 合 には， 取締役 会 赳 よ
び監 査役会は， 年度 剰余 金の一 部をそ の半 額を上 限 と して任 意準備金 に積 立
てるこ とがで き る。定 款は，年 度 剰余 金 の半額を 越え る額 の積 立を 取締 役お
よび監 査役 会に 授権す るこ とが でき る。任 意準 備金が 資本 の半額を 越 え てい
る場合, また は当該 積 立に よって 任意 準備 金が 資本 の半 額を 越 え る 場 合 に
は，取締 役 会お よび監 査役 会は， 当 該定款 に基づ いて 任 意準備 金を 積 立てる
ことはで きない 。丁　
こ こで1937 年 株式法 と1965 年 株式 法 の下 で の処 分対 象の 利益を比 較す るた
めに， 純 利益 と貸借対 照表利 益 の関 係を 端的 に 図示す れば 図1 の よ う に な
る。　　　　　　　　　
図1　 純利益と貸借対照表利益との関係　　　　　　　　　　
A　 年 度 剰余金　　　　　　　　　　
－）B　 法定 準 備金 積 立額　　　　　　　　　　
－）C　 確定 任 意準備 金積 立額　　　　　　　　　　　
D　 貸 借対 照表利益　　　　　　　　　　
－）E　 処 分 任 意準備 金積 立額　　　　　　　　　　　


































律両委員 会は 概要次 の よ。うに 述べてい る'K　　 ・。・　。。・。。　　・・。・・　　　 。
株主 の立 場からは 出資 に と もな う危 険 負担 の代 償 とし て利 益処分 へり 参 加
が 主張 さ れる。・し かし なが ら， 競 争下に あ る会 社に と ってそ の存立 と地位を
維持す るた めには一定 の準備 金を必 要 とす ることは明 白 であ る。 そ して， そ
のため に どれだけ の準備 金を 必要 とす るかを 判断 す るこ とに関 し ては会社 の
役員 に よる専門家的 判断 に 任ね るこ とが 合理的 であ る。 したが っ て， 将来 的
には利 益処 分は株主 総 会 の権 限 犀任 ねられ るとして も， 会社 の存 立保持 のた
めに必 要な 準備金は， 会社 お よび会社り 債権者 保護 のため に， 最初 から会 社
の役員 の権限 の下 で積 立て られ るべ きか の半謎X.,
ここに法 に よって会 社 の役員 の権限 の もとで積立 て得 る部 分を定 め る。
上述 の説 明から明 ら かな ように， この改正は 株主総 会 の権限を 拡大 す ると
い う目的 を もって為 され た も のであ る。 しかし ながら， そ れに も増 して重 要
な のは， 会 社り 経 済的所 有者 とし て め株主 の権 利を保 護 しつつ も， 利益処 分
の権限 の一 部を 会 社 の役 員 の権限 の下 に留保す る ことに よって専 門家的判断
を 通じ て 企業 維持を 図う てい る点 にあ る。 そ してそ の ような 観点， す な わ
ち， 年度 決算 書 の信 頼性 お よび比較 可能 性を高 め る と ともに，株 主 総会 の権
限を 拡 大し， 会社を 市場 の コン ト=・―ル下に置 くことに よって， 一方 では，
企 業 の経 済的 所有者 として の株主 の権 利を保 護し， 他 方 では， 社 会経済的 観
点 から 株主り 権利行 使を 制限 し， 両者 の調整を 図る うとい う観 点 こそが現行
西 ドイツ財務諸表 制度 の基 本的 性格 に他 ならない。
I　 西ドイツ財務諸表制度の本質　
西ドイツ財務諸表制度の本質を明らかにする前に，この問題が究極的にはGoB



















この説明からも明らかなように.   GoB が最初に明文規定された1897 年当=
時においては，その後この「慎重なる商人の慣行」から「誠実で信頼に価す






見解は,  GoB の本質をいかに考えるべきかという問題こに対して積極的 な 姿
勢を示すとともに，事実に優先す名理性=の存在を認めた点でGoB 本質観の
理論的な展開に対してひとつの契機を与えたものとして評価できる'。
トGoB 本質観の理論的な展開はシュマーレンバヅハ：によって 契機を与 え ら，
れたとはいいながら,   GoB 本質観の理論的展開か本格的
ご
に万議論され姶めた
のは,   1965年の株式法改正に ドイツ連邦議会が着手し始めた1950 年代後半か








シ ュ タイソ バッ ハの見 解に従 えば， シ ュマ ーレ ン バ ツ，ヽ に 代表 さ れ る 箇
統 的財務 諸表制度 論 の特 徴は,  GoB の帰納的 な確定 に よっ て特 徴付け ら れ
るl≪）oシ ュマ ーレ ソ バ ッハが上述 の ような見 解を 発 表した 前 後は， 動態 論 の
原 典とい え る 「動 的 貸 借対 照表 論」 の完成 に力を 注 いでい た時 で あ り11） 実
践 に優先す る理 性が 会計 理論を 意味す るのではない かと考 え られ るわけ であ
り， こ の点 からみ て， シ ュマ ーレ ソ バッハの主張 の背 後に壮 ，GoB を 理論
的 に展開 し よ うとす る財 務諸表 制度 論 の萌 芽が存 在 してい た と考 え る ことは
妥当 であ るよ うに 思わ れる。 しか し， 伝統的な財 務 諸表 制度 論 の下 では， た
とえ会計 理論を尊 重 し よ うとし ても会計 理論自 体が会 計実 践の 記 述 に 終 止
し， 会計実践 と未 分化の 状 態にあ った のは事 実であ り，GoB を 理 論的に 歴
開する のは 不可 能で あ った と の批判 は 免れ得ない12）。　
こ の ような 伝統的 な 財務 諸表 制度 論 に対 し て，「事実に 優先 す る理性」を
認めた 点でGoB 学 説に 決定 的な一 歩が おし進 めら れた とはいえ 「客 観的 な
も のとして考 えら れ るべ き商慣 習を この よ うに 主 観的に 解釈す る こ とは考 慮
を 要 しない わけ では ない 。ゴ と問題点を 指摘 した後， 会計 目的 を明 示 し， 演
棒 的に 財務諸表 制 度論を 展 開し てい る。　　　　　　　　　　　 十　
レフソンは，GoB の淵 源 とし て「商 人の慣行 お よび 見解」の他 に，「法」お
よび 「経 営経済 学ゴ を 挙げ， 法 とGoB との関 係につ い て法を 立法 （Gesetzgebung
）と判決 （Rechtsprechung ）とに分け 概要 次の ような点 を 指摘 し て い
る。　　　　 十　　　　　　　　　　　　　　　　　　 上　
ほ とん どの制定法 上 の 会計規 定はGoB と一 致す るが， 制定法 上 の会 計規
定 がGoB を 越 えてい る場合，制 定法 上 の会計規 定がGoB と矛 盾 す る場 合，
お よび制定 法 上の 会 計規定 が簿 記 の発展 に よ り陳 腐化 して し まった場 合にぼ
両者 の不一致 が生 ず るこ とを 指摘 してい る''。 また判 決につ い ては， 判決は
原則 として 商人 の見 解お よび 慣行 に基づい て下 され るが ， 実際=には 個 々のヶ
－スに応 じた尚GoB を 演 鐸的に 確定 せ ざるを 得 ない 場 合 も起 こる ことを 指摘
してい るl*）ノ こ の ような 場合 には， 法 律家はにGoB を 確定 す るlに当 た って
経営経 済学的 側 面 から の主張， す なわ ぢ商人√経 済検 査士 お よび学 者に よ,o
て提起 された 主張を 評 量 しな くては な らな い と指 摘 してい る15）。
こ の ように経 営経 済学以 外 のGoB の淵源につ いて問 題 点を 指摘 した後，GoB




が 台頭し16)，今日では多くり人々がG ・OB は科学的に基礎づけられるべきで
あ ると主張されるに至っているとしている17)。レフソソにょればこのような
主 張には，巾商人の見解を経営経済学的に評価すべきであるとの見解と.   (2)





















能 を有することになり，究極的には，GoB は， 会計理論に従い会計目的お
よび会計事象から目的論的演緯によって展開される22)　
上述のように伝統的財務諸表制度論およびjレフソソの所説が，それぞれ，
前 者は会計実践に，後者が会計理論にGOB のmm を特定化しているのに対
とて√このような立論は互いに排他的な立場をもたらす ことにな る と 指 摘
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し23)， クノル ーゼは， こ の排 他的 な議 論を 克服すべ く,   GoB の淵 源を特定 化，
せず に法規 範 の発生関 係に準 じ てGOB の展開,を 図しっ てい る。　
クル ーゼによ れば， 商 人 の実 務 の中にはレ 取引 観 として のGoB, 取 引 慣
行 として のGOB お よび慣 習法 とし てのGOB が 存在 し， これ らは法 的効果
または法的 論証 との結 びつ きの程度 に応じ て， 取引 観 として のGoB 一 取。
引慣 行とし て のGoB  ―>  慣習 法 として のGOB へ と発展 し， 究 極的には欧
文法 へ と法 的 発展を 遂げ る とい う24)。 他方， 新しい 問題状 況 に対 して は新 し
いGOB が必 要 とされ るわけ であ る が， この場 合に は事 物 の本質( 条理) か
ら 演禅され るGOB が 参照 され る25)o しかしそ れらo)GoB が 直 ちに 適用 さ
れ るとは限 ら ない。 こ の点を クル ーゼは裁判に おけ る判決 とい う観点から 訳
解 に説明し てい る。　犬　　 し　。・・・。　　　　　　　　　　　　　　　　　 。
クルーゼに よれば， 裁 判官が 判決 を下す際 には制定 法上 の会 計規定， 慣習
法 としてのGoB, 取 引慣 行 とし て のGOB ／ 取 引観 として のGoB, お よび
事物 の本質 から演 鐸 されたGoB を 場合 に応じて 比較 評量 して， そ れぞれ ひGOB
の間 に 不一致 が 生ず る場 合には， 正義， 公平 お よび目 的 適合性 とい 与
法 目的に照ら し 七そ れら のGOB の うち適切 であ る ものを 選 択 適用 する。 こ
の場 合には ，非 法 律 の法 律 へ の変 化が生 ず るこ ともあ る とい う26) したが っ
て， クル ーゼ の所 説 の下 では，法 目的 を 設定 す るこ とに よっ て， 会計実 践，
会計理論そ して場 合 に よっては 制定法 上 の会計規定 すら もGOB の淵源 とし














































ようて で きるだけ 多 くの利潤 を 留保 し再 投資を し よ うことした のであ る。 この
ような状 況 の下では， 所得 分配 の不平 等を 通 じて 一般 大衆に 多 くの負 担が 課
せ ら れてい た ことは 明白であ るが， 企業 以外に 投資 能力を 有 す るも のが国家
し かない とい う経 済的な 背景 の もとでは， 蓄 積さ れた 企業 利潤を 通 じて の再:
投資は 西 ドイ ツ市場 経済 の復興 に大 きな 役割を 果 たし て・い た29)。　
上述 した ような状 況下 におい て は， 秘密 準備金を 通 じて の内 容 の利潤蓄 積
が 可能 であ り， かつ， 秘 密の ベ ールに 包ま れた 資 産評 価規定， お よび，利 益
処 分の決定 が 会社 の役 員 の権 限下 にあ る利 益処 分 規定 に よって特 徴付けら れ
る1937 年 株式 法 の計算 規定は， 留 保利 益を 秘密 準備 金 として 積立て る必要は
ない ので はない か とい うもの の。当 時 の市場経 済環 境 に対 し て有効 に機能 し
てい た ことは 明ら かであ る。　
し かしな が ら， こ のよ うな 産業 育成 一辺 倒 の政 策は資 本市場 の発 展に著し
い 障 害を 与え た。 そ こで ドイツ連 邦政 府は， 利 子収 入 に対 す る所得 課税を 全
面 的:または 部 分的に免除 す る とい う政 策を 採用 し， 資 本市場を 育成 せん とし
たがレ こ の政 策は 不労所 得を 優遇 す るこ と とな り， やが ては 自己金 融に よっ
て得 た資 本力 を 用いた 企業に よる他 企業 支配， す なわ ち コン ツェルン形成を
促進す るこ とにならた30)。 コソッ バ レン の形 成 は， 巨 大企業 に よる市場支配
を もた らし， こ こに至 って， ドイ ツ連 邦政 府は， 一般 大衆 の犠 牲 の上 に立つ
産 業育 成政 策に終 止符を 打つ時 が 来た とし て，議 会 に おい て 産業 集 中問題を
取 り上げ， 秘 密準備金お よび 会社役 員に よる準備 金 の無制 限な積 立に よって
肴
うな 恐れ のあ る株式法 の改正 に 着手 した の で あ る。 か くて1965 年 株式法 で
江 株主総会 の機能を 復活 さ せる こ とに よって 会社 の役員 と株主 の利 害調整
を 可 能 とし, もって 企業 を資 本市場 のも とに従 属さ せ， 市場 の コソ トロ ←ル
機 能を 回復 せ んとしてい る。　
上述し た よ うに1937 年 株式法 の下 で は， 会計 理論上 認 め ることがで きない
ような規定が 存 在してい たに も かかわ らず，1950 年 前後 の市場経 済 の下で有
効 に 作用し ていた。1965 年 株式法 の政府 草案 理 由書は ，株 式法 の改正 が1950
年代 後半迄行 な われな かった理 由 とし て， 改 正 に対 す る意見 の対 立 の調 整が
不十 分であ った こと とな らん で， 現 実に は 切実な 不 都合が生 じなかった こと
を 指摘し てい る31)。 さら に,   1965年 株式法 につ い ては ，会 計理論的 に かな り
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この新しい状 況 の 中で 西 ドイ ツ財 務諸表制度 が どの よ うな方 向 に向 かって展
開゛してゆ くかを 見定め， 西 ドイ ツ財務諸 表制 度に 対す る 評価を 確実 なも のと
すべ く研 究を 進め る と同時 に， わが国財 務諸表 制度0 展 開方 向を 評価 す る指
針を求 め てみたい。
注　　　 卜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 十　1
）4. EG-Richtlinie は，1978 年 の7 月に公表された もの であ り，以後2 年以内に
加盟国は，国 内法を本指令に調整することになっていたが，既に期限は経過し，
西 ドイツでは期限切 れ寸前になって法務 省より改正試案が公表さ れた ところであ
り，各 界か らの意見 と合わせて今後の西 ドイツの財務諸表制度 の方向を占 う材料
がやっと出そろった と言える。 なお,  4. EG-Richtlinie では以下 の項 目につい て
詳 細に規定 されてい る。　　(1
）一般条項,     （^）貸借対照表お よび損益計算書に関する一般条項.   (3）貸借対照表
の配列.  (4)特定の貸借対 照表 項目に 関する特別 条項，（5)損益計算書 の配列.  （6）特
定 の損益計算書項 目に関する特別条項，（7）評価規定，(8）財務諸表へ の 注 記 の 内
容. （9)年 次報 告書 の内 容，渕公表，肋監査，(12)最終条項2
）Leffson,  U., Die  Grundsatze  ordnungs 加iβiger Buchfuhrung.  4. Auflage.　1976,
 S. 3.3
）西 ドイ ツ株式 法は営業報告書について詳細な規定を設け てい る。1965 年株式法
























11. 資 本 参 加 の 通知 義 務 に関 す る 情報　　
（4) 報 告 に対 す る良 心 的 か つ 忠 実 な弁 明り 諸 原則 の適 用 お よび 報 告 に 関す る保
護 条項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・　　
（5) 営業 報 告 書へ の役 員 の氏 名 の記 載　　　　　　　　 ．　　　　　　　　　　
Q　　　　-.♂　・=;　　●　●　‥4）Krop 任. B.  Aktiongesetz,  1965.  S.  13 ―14　 十　 　　　　　　　j ．　
■　　■　j・　・I .J　
，..・1　;ヽ.5
）Krop 琵. B.,  a.a.O.  S.  68.　　　　　　　　　　　 ト　　 　　　　　　　
◇6
）L 砥son ，U.,  a.a
●O.
，S.  26.　　　　　　　　　　 ＼　　　　　　　　j7
）Schmalenbach,  E., Grun dsatze ordnungsmajSiger Bilanzierung, Zeitschriftfur.handelswissenschaftliche
 Forschung,  27 Jg. 1933. s. 225.8)
 Le 琵son. U.,  a.a.O. ，S.  22,　　
■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎜■
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め　Steinbachi・ A., トGedanken  zum gegenwartigen Stand der Diskussion fiber　Wesen,
 Rechtnatur und Ermittlungsmethoden der GoB.    Zeitschrift fUr　betriebswirtschaftlic
加Forschung,  Heft 1/1973. S.  1 ff.　　
シュタインバッハは，シュマーレンバ ハ にヽ対するアンチテーゼとしてレフソ
ンの見解と並んでデエレラーの見解（DoUerer,  G., Grundsatze ordnungsma βi-
ger Bilanzierung,   deren Entstehung und Ermittlung, Die Betriebsberater　14. Jg. 1959,
   S.  1217 任.）を挙げているが， レフソンの著書は，演鐸法に基づ
きGoB を体系的に展開したモノグラフとして高く評価されている．本稿でも伝
統的財務諸表制度論の批判論としてもっぱ らレフソソの所説を扱うことにした．10
）Steinbach ，A・, a.a.O.，S. 2.・　　　　　　+11




）Le 任son，U., a.a.O., S. 8f.　　　　　　‥13
）derselbe，a.a.O., S. 12.14
）derselbe, a.a.O., S.  15.15
）derselbe, a.a.O., S. 19.　　　　　　　 犬16
） シフソ刈まこのような見解を示している論者として.   ふプ ードル(Le Coutre　W.
）.マルクス（Marx,    A.）お よびシュピ ターラ(Spitaler,    A.）をあげてい
る．（Vgl. derselbe,トa.aX:）.，S. 22）17
）Le 任son, a.a.O., S. 22.18
）レフソンは. （1）の立場を取る論者として，マルクス，ベルヘンシュタイン（Hel-　penstein, F.
）, クリンガ （ーKlinger, K.）およびブ イツパ （ーWipper ，R.）を，
（2）の立場を取る論者として，ル・クートル，シ ュピターラー，コヅホ（Koch,  H.）
お よびデエレラーを挙げている．（Vgl. derselbe, a.a.O., S. 22 琵.）19
）Le 狂son, a.a.O.，S. 48ff,20
）derselbe, a.aV., S. 6l£f.21
）レフソンは，これらの会計目的を指摘した後，記録の諸原則（die Grundsatze　der Documentation
）として5 原則を，報告義務の諸原則（die Grundsatze der　Rechenschaft
）として8  原則を展開している．（Vgl.   Leffson，U.,    a.a.O., S.
85任.）22
）レフソンの所説においてはアメリカのAICPA の会計公準と会計原則について
取り扱 ったARS No レI およびNo.  3 が参考にされており，かなり影響を受け
ていると思われる．（Vgl. Le £fson, U., a.a.O., S. 48仔）23
）Kruse,  H.W.,  Grundsatze  ordnungsma^iger Buchfahrung, Rechtnatur　und Bestimmung,
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の研究は皆無であ る。」 として,:法律学者とし て積極的 に問題に対すること を 示
唆し，そ の中心的 な関心をGoB の法的判断 に対 する影響に置い た上 で論述を展
開している。（Vgl.  Kmse,  H.W.,  a.a.O. S.  1 ）28
）た とえば これ迄に挙げた論文以 外に 次のような論文 がある。　1957　Koch, H.,
   Die Problematik des Niederstwertprinzips ， Z:W　Win-　　　schaftsprUfung.
1959　Spitaler ，A.,  Die Bedeuting der Grundsatze ordnungma βiger Buch-　　　fiihrung
 fiir die Besteuerung, Steuer und  Wirtschaft.　1974　Kiinting,
 K.,  Zur Frage der Ermittellung von Grundsatze ordnungs-　　　ma
βiger Buchfiihrung,   Unternehmung.　　　　Maul, K.H., O
仔ene Probleme der Ermittlung von Grundsatze ord-　　　nungma
βiger Buchfiihrung,   Unternehmung よ29
） 坂井栄八郎訳『現在 ドイ ツ経済史』（Stolper ，Gustar,    I:）eutche  叩irtschaft　sett
 187 θ, 1964 ）昭和44年，247 頁-256 頁。30
）『同上 訳書J 273頁－279 頁お よび291 頁 ―293頁。31
）Kropff ，B., a 。a.O.，S. 13.
